
 

 

議案第６０号  

 

   令和６年度稲沢市一般会計補正予算（第２号）  

 令和６年度稲沢市一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条  歳入歳出予算の総額  ５７，８５７，５００千円から歳入歳出

それぞれ  ３３，８６４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

それぞれ  ５７，８２３，６３６千円とする。  

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。  

（地方債の補正）  

第２条  地方債の廃止及び変更は、「第２表  地方債補正」による。  

 令和６年６月７日提出  

 

稲沢市長  加 藤 錠 司 郎 
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　　第１表　歳入歳出予算補正

     歳  入 (単位　千円)

款 項

15. 国庫支出金 8,811,515 6,444 8,817,959 

2. 国庫補助金 3,029,482 6,444 3,035,926 

16. 県支出金 4,058,949 19,524 4,078,473 

2. 県補助金 1,356,652 △1,242 1,355,410 

3. 委託金 241,050 20,766 261,816 

19. 繰入金 5,318,646 △8,465 5,310,181 

1. 基金繰入金 5,277,432 △8,465 5,268,967 

21. 諸収入 2,254,451 22,933 2,277,384 

5. 雑入 2,098,617 22,933 2,121,550 

22. 市債 4,628,700 △74,300 4,554,400 

1. 市債 4,628,700 △74,300 4,554,400 

57,857,500 △33,864 57,823,636 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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     歳  出 (単位　千円)

款 項

2. 総務費 6,099,916 776 6,100,692 

1. 総務管理費 5,063,176 776 5,063,952 

3. 民生費 23,217,029 8,949 23,225,978 

1. 社会福祉費 6,796,307 149 6,796,456 

2. 児童福祉費 10,295,060 8,800 10,303,860 

4. 衛生費 4,701,319 △76,945 4,624,374 

3. 衛生諸費 1,249,307 △76,945 1,172,362 

8. 土木費 6,038,012 17,002 6,055,014 

5. 住宅費 198,963 17,002 215,965 

9. 消防費 2,015,785 2,311 2,018,096 

1. 消防費 2,015,785 2,311 2,018,096 

10. 教育費 8,545,865 14,043 8,559,908 

1. 教育総務費 570,971 13,743 584,714 

4. 社会教育費 1,120,525 300 1,120,825 

57,857,500 △33,864 57,823,636 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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1．地方債の廃止 （単位　千円）

限 度 額 起債の方法 利 率 限 度 額
起債の
方 法

利 率
償還の
方 法

上 水 道 事 業 出 資 76,900

普通貸借

又は

証券発行

  年4.0％
  以　内
（ただし、
利率見直し
方式で借入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

－ － － －

2．地方債の変更 （単位　千円）

限 度 額 起債の方法 利 率 限 度 額
起債の
方 法

利 率
償還の
方 法

緊 急 自 然 災 害
防 止 対 策 事 業

54,700 62,300

雨 水 対 策 施 設
整 備 事 業

55,200 50,200

同前

償還の方法

起 債 の 目 的
償還の方法

　公的資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
は、その債権
者と協定する
条件による。
　ただし、市
財政の都合に
より、据置期
間及び償還期
限を短縮し、
若しくは繰上
償還及び低利
債に借り換え
ることができ
る。

普通貸借

又は

証券発行

  年4.0％
  以　内
（ただし、
利率見直し
方式で借入
れる資金に
ついて、利
率の見直し
を行った後
において
は、当該見
直し後の利
率）

公的資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合に
は、その債権
者と協定する
条件による。
　ただし、市
財政の都合に
より、据置期
間及び償還期
限を短縮し、
若しくは繰上
償還及び低利
債に借り換え
ることができ
る。

同前 同前

起 債 の 目 的

補 正 前 補 正 後

補 正 前 補 正 後

第２表　地方債補正

- 4 -



　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書

１．総括

歳　入 (単位　千円)

款

15. 国庫支出金 8,811,515 6,444 8,817,959 

16. 県支出金 4,058,949 19,524 4,078,473 

19. 繰入金 5,318,646 △8,465 5,310,181 

21. 諸収入 2,254,451 22,933 2,277,384 

22. 市債 4,628,700 △74,300 4,554,400 

57,857,500 △33,864 57,823,636 

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳　出

款

 2. 総務費 6,099,916 776 6,100,692 

 3. 民生費 23,217,029 8,949 23,225,978 

 4. 衛生費 4,701,319 △76,945 4,624,374 

 8. 土木費 6,038,012 17,002 6,055,014 

 9. 消防費 2,015,785 2,311 2,018,096 

10. 教育費 8,545,865 14,043 8,559,908 

57,857,500 △33,864 57,823,636 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計
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(単位　千円)

0 0 9,380 △8,604 

0 0 0 8,949 

0 △76,900 0 △45 

10,666 2,600 7,753 △4,017 

0 0 800 1,511 

15,302 0 5,000 △6,259 

25,968 △74,300 22,933 △8,465 

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２．歳入

（款） 15. 国庫支出金

（項）  2. 国庫補助金

目

 7. 589,925 6,444 596,369

計 3,029,482 6,444 3,035,926

（款） 16. 県支出金

（項）  2. 県補助金

目

 7. 80,162 4,222 84,384

 9. 34,680 △ 5,464 29,216

計 1,356,652 △ 1,242 1,355,410

（款） 16. 県支出金

（項）  3. 委託金

目

 9. 695 20,766 21,461

計 241,050 20,766 261,816

（款） 19. 繰入金

（項）  1. 基金繰入金

目

 1. 5,277,432 △ 8,465 5,268,967

計 5,277,432 △ 8,465 5,268,967

補 正 前 の 額 補 正 額 計

土木費国庫補助金

補 正 前 の 額 補 正 額 計

土木費県補助金

教育費県補助金

補 正 前 の 額 補 正 額 計

教育費委託金

補 正 前 の 額 補 正 額 計

基金繰入金

歳入 第15款 国庫支出金 ～ 第19款 繰入金
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（単位　千円）

節   

 2. 河川費補助金 △ 2,000 社会資本整備総合交付金（治水課分） △ 2,000 

 5. 住宅費補助金 8,444 社会資本整備総合交付金（建築課分） 8,444 

（単位　千円）

節   

 6. 住宅費補助金 4,222 住宅耐震診断費補助金 472 

住宅耐震改修費補助金 3,750 

 1. 教育総務費補助金 △ 5,464 スクール・サポート・スタッフ配置事業費補助金 △ 5,464 

（単位　千円）

節   

 1. 教育総務費委託金 20,766 学校教育研究委嘱校研究委託金 20,766 

（単位　千円）

節   

 1. 財政調整基金繰入 △ 8,465

金

説 明
区 分 金 額

区 分
説 明

区 分 金 額
説 明

金 額

区 分
説 明

金 額
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（款） 21. 諸収入

（項）  5. 雑入

目

 1. 2,098,617 22,933 2,121,550

計 2,098,617 22,933 2,121,550

（款） 22. 市債

（項）  1. 市債

目

 3. 380,000 △ 76,900 303,100

 7. 430,900 2,600 433,500

計 4,628,700 △ 74,300 4,554,400

補 正 前 の 額 補 正 額 計

衛生債

土木債

雑入

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳入 第21款 諸収入 ～ 第22款 市債
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（単位　千円）

節   

 3. 人事課収入 17,133 派遣職員負担金収入 17,133 

39. 美術館収入 5,000 コミュニティ助成事業助成金 5,000 

41. 予防課収入 800 コミュニティ助成事業助成金 800 

（単位　千円）

節   

 3. 一般会計出資債 △ 76,900 上水道事業出資債 △ 76,900 

 2. 河川債 2,600 緊急自然災害防止対策事業債（治水課分） 7,600 

雨水対策施設整備事業債 △ 5,000 

区 分 金 額
説 明

説 明
区 分 金 額
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３．歳出

（款）  2. 総務費

（項）  1. 総務管理費

目

 2. 706,962 342 707,304 0 0 8,769 △8,427

 4. 12,005 434 12,439 0 0 611 △177

計 5,063,176 776 5,063,952 0 0 9,380 △8,604

（款）  3. 民生費

（項）  1. 社会福祉費

目

 1. 471,415 149 471,564 0 0 0 149

計 6,796,307 149 6,796,456 0 0 0 149

（款）  3. 民生費

（項）  2. 児童福祉費

目

 1. 2,925,968 8,800 2,934,768 0 0 0 8,800

計 10,295,060 8,800 10,303,860 0 0 0 8,800

（款）  4. 衛生費

（項）  3. 衛生諸費

目

 2. 78,657 △76,945 1,712 0 △76,900 0 △45

計 1,249,307 △76,945 1,172,362 0 △76,900 0 △45

人事費

職員研修

費

補正前の額 補 正 額 計

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

国県支出金 地 方 債 そ の 他

社会福祉

総務費

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

児童福祉

総務費

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

上水道費

歳出 第2款 総務費 ～ 第4款 衛生費
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（単位　千円）

節       

 3. 職員手当等 342 単身赴任手当 342

 8. 旅費 434 長期研修旅費 434

（単位　千円）

節       

24. 積立金 149 福祉基金積立金 149

（単位　千円）

節       

12. 委託料 8,800 児童扶養手当システム改修委託料 8,800

（単位　千円）

節       

23. 投資及び出資金 △76,945 水道事業出資金 △76,945

区 分 金 額
説 明

区 分 金 額
説 明

区 分 金 額
説 明

区 分 金 額
説 明
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（款）  8. 土木費

（項）  3. 河川費

目

 1. 296,020 0 296,020 △2,000 2,600 0 △600

計 296,020 0 296,020 △2,000 2,600 0 △600

（款）  8. 土木費

（項）  5. 住宅費

目

 1. 198,963 17,002 215,965 12,666 0 7,753 △3,417

計 198,963 17,002 215,965 12,666 0 7,753 △3,417

（款）  9. 消防費

（項）  1. 消防費

目

 5. 236,704 2,311 239,015 0 0 0 2,311

 6. 5,468 0 5,468 0 0 800 △800

計 2,015,785 2,311 2,018,096 0 0 800 1,511

（款） 10. 教育費

（項）  1. 教育総務費

目

 3. 421,030 13,743 434,773 15,302 0 0 △1,559

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

河川費

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

住宅管理

費

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

災害対策

費

予防費

補正前の額 補 正 額 計

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

教育振興

費

歳出 第8款 土木費 ～ 第10款 教育費
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（単位　千円）

節       

（財源補正）

（単位　千円）

節       

 3. 職員手当等 114 単身赴任手当 114

12. 委託料 1,888 木造住宅耐震診断業務委託料 1,888

18. 負担金、補助及び 15,000 住宅耐震改修費補助金 10,000

交付金 住宅除却費補助金 5,000

（単位　千円）

節       

 8. 旅費 2,311 普通旅費 2,311

（財源補正）

（単位　千円）

節       

 1. 報酬 13,154 会計年度任用職員　１８人 13,154

 8. 旅費 589 費用弁償（会計年度任用職員） 589

区 分 金 額
説 明

金 額
説 明

区 分

区 分 金 額
説 明

区 分 金 額
説 明
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目

計 570,971 13,743 584,714 15,302 0 0 △1,559

（款） 10. 教育費

（項）  4. 社会教育費

目

 3. 405,890 300 406,190 0 0 0 300

 9. 86,545 0 86,545 0 0 5,000 △5,000

計 1,120,525 300 1,120,825 0 0 5,000 △4,700

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

図書館費

美術館運

営費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

歳出 第10款 教育費
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（単位　千円）

節       

（単位　千円）

節       

17. 備品購入費 300 視聴覚資料 300

（財源補正）

区 分 金 額
説 明

区 分 金 額
説 明
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１  一般職

 (１)総括

給　　　与　　　費

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考

(人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

( 1,042 )
補正後

1,021 1,272,808 3,517,734 3,008,042 7,798,584 1,260,459 9,059,043

( 1,024 )
補正前

1,021 1,259,654 3,517,734 3,007,586 7,784,974 1,260,459 9,045,433

( 18 )
比 較

0 13,154 0 456 13,610 0 13,610

区 分 扶養手当 地域手当 管理職手当
時間外

勤務手当 通勤手当
特殊

勤務手当
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補正後 88,762 224,055 127,822 241,905 53,566 17,896

補正前 88,762 224,055 127,822 241,905 53,566 17,896

比 較 0 0 0 0 0 0

職員手当 区 分 住居手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 退職手当
休日

勤務手当
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補正後 58,081 57,175 964,733 818,515 281,831 58,220

補正前 58,081 57,175 964,733 818,515 281,831 58,220

の 内 訳 比 較 0 0 0 0 0 0

区 分
管理職員特別

勤務手当
夜間

勤務手当
単身

赴任手当
(千円） (千円） (千円）

補正後 2,336 12,689 456

補正前 2,336 12,689 0

比 較 0 0 456

備考　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務
　　　を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きする。

給与費明細書
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 (ア)会計年度任用職員以外の職員

給          与          費

区 分 職 員数 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考

(人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

( 0 )
補正後

919 3,266,758 2,542,068 5,808,826 1,107,139 6,915,965

( 0 )
補正前

919 3,266,758 2,541,612 5,808,370 1,107,139 6,915,509

( 0 )
比 較

0 0 456 456 0 456

区 分 扶養手当 地域手当 管理職手当
時間外

勤務手当 通勤手当
特殊

勤務手当
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補正後 88,762 208,994 127,822 226,609 48,741 17,896

補正前 88,762 208,994 127,822 226,609 48,741 17,896

比 較 0 0 0 0 0 0

職員手当 区 分 住居手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 退職手当
休日

勤務手当
(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

補正後 58,081 57,175 733,510 625,076 276,015 57,906

補正前 58,081 57,175 733,510 625,076 276,015 57,906

の 内 訳 比 較 0 0 0 0 0 0

区 分
管理職員特別

勤務手当
夜間

勤務手当
単身

赴任手当
(千円） (千円） (千円）

補正後 2,336 12,689 456

補正前 2,336 12,689 0

比 較 0 0 456
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 (イ)会計年度任用職員

給　　　与　　　費

区 分 職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 共 済 費 合 計 備 考

(人） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

( 1,042 )
補正後

102 1,272,808 250,976 465,974 1,989,758 153,320 2,143,078

( 1,024 )
補正前

102 1,259,654 250,976 465,974 1,976,604 153,320 2,129,924

( 18 )
比 較

0 13,154 0 0 13,154 0 13,154

区 分 地域手当
時間外
勤務手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

休日
勤務手当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

職員手当
補正後 15,061 15,296 4,825 231,223 193,439 5,816 314

の 内 訳 補正前 15,061 15,296 4,825 231,223 193,439 5,816 314

比 較 0 0 0 0 0 0 0
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(２)職員手当の増減額の明細

区　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備　　　　　考

(千円） (千円）

職員手当 456 その他の増減分 456 能登半島地震

に伴う職員の

射水市派遣に

よる

456単身赴任手当
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